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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 19,206,948,866

建物 54,981,394,086

建物減価償却累計額 △18,784,050,111 36,197,343,975

構築物 1,102,609,254

構築物減価償却累計額 △350,118,763 752,490,491

器械備品 25,376,459,224

△16,523,530,064 8,852,929,160

車両 161,039,900

車両減価償却累計額 △121,277,117 39,762,783

建設仮勘定 19,490,557 　

有形固定資産合計 65,068,965,832

２ 無形固定資産

ソフトウエア 1,253,098,748

電話加入権 396,091

施設利用権 3,451,484

無形固定資産合計 1,256,946,323

３ 投資その他の資産

長期前払消費税等 3,799,939,639

その他 13,425,000

投資その他の資産合計 3,813,364,639

固定資産合計 70,139,276,794

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 10,974,807,973

医業未収金 10,724,243,712

貸倒引当金 △52,529,979 10,671,713,733

未収金 355,744,078

医薬品 259,399,809

診療材料 57,992,619

貯蔵品 905,829

前払金 43,440,807

その他 2,852,115

流動資産合計 22,366,856,963

資産合計 92,506,133,757

　

器械備品減価償却累計額

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）

資産の部

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

  資産見返運営費負担金（注） 2,147,335,826

 　資産見返補助金（注） 115,366,146

資産見返寄附金（注） 4,331,406 2,267,033,378

長期借入金 31,616,307,213

移行前地方債償還債務 11,773,854,529

引当金

退職給付引当金 15,187,072,446 15,187,072,446

資産除去債務 371,601,616

リース債務 1,731,033,205

固定負債合計 62,946,902,387

Ⅱ 流動負債

3,397,274,302

1,429,143,988

医業未払金 5,328,268,584

未払金 1,287,748,705

リース債務 152,923,841

未払消費税等 11,025,900

前受金 1,000,000

預り金 381,195,964

引当金

賞与引当金 1,523,236,980 1,523,236,980

流動負債合計 13,511,818,264

負債合計 76,458,720,651

純資産の部

Ⅰ 資本金

設立団体出資金 18,137,708,970

資本金合計 18,137,708,970

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1,350,243,952

その他行政コスト累計額

減価償却相当累計額（－）（注） △398,160,389 △398,160,389

資本剰余金合計 952,083,563

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 363,957,517

当期未処理損失 △ 3,406,336,944

（うち当期総損失） (△3,406,336,944)

利益剰余金合計 △ 3,042,379,427

純資産合計 16,047,413,106

負債純資産合計 92,506,133,757

　

（注）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う項目です。

一年以内返済予定移行前地方債償還債務

一年以内返済予定長期借入金

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

営業収益
医業収益

入院収益 38,990,279,699
外来収益 19,108,761,886
その他医業収益 1,013,341,956 59,112,383,541

運営費負担金収益（注） 5,117,621,997
運営費交付金収益（注） 27,565,051
補助金等収益（注） 179,414,614
寄附金収益（注） 4,296,678

資産見返運営費負担金戻入（注） 103,645,803

資産見返補助金戻入（注） 35,255,210

資産見返寄附金戻入（注） 1,763,895
自立訓練施設収益 95,060,029

営業収益合計 64,677,006,818

営業費用
医業費用

給与費 32,055,044,550
材料費 21,745,868,125
経費 8,910,370,981
減価償却費 4,544,661,641
資産減耗費 52,861,945
研究研修費 136,835,299 67,445,642,541

自立訓練施設費
給与費 241,824,199
経費 73,072,675
減価償却費 913,027

資産減耗費 0
研究研修費 207,620 316,017,521

一般管理費
給与費 528,204,266
経費 133,420,961
減価償却費 472,442 662,097,669

営業費用合計 68,423,757,731
営業損失 3,746,750,913

営業外収益
運営費負担金収益（注） 172,311,952
財務収益

預金利息 21,225,788 21,225,788
雑益 698,682,121

営業外収益合計 892,219,861

営業外費用
財務費用

長期借入金利息 115,134,053
移行前地方債利息 297,133,544
支払利息 33,730,780 445,998,377

雑支出 76,003,491

営業外費用合計 522,001,868
経常損失 3,376,532,920

臨時利益
貸倒引当金戻入益 1,142,571 1,142,571

臨時利益合計 1,142,571

臨時損失
その他臨時損失 30,946,595 30,946,595

臨時損失合計 30,946,595

当期純損失 3,406,336,944
当期総損失 3,406,336,944

　
（注）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う項目です。

損　益　計　算　書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ

△ 21,601,942,674

△ 32,572,362,850

△ 9,089,964,365

58,746,630,099

5,312,185,447

9,815,000

196,597,294

4,296,678

684,791,202

1,690,045,831

16,216,762

△ 445,998,377

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,260,264,216

Ⅱ

△ 12,860,000,000

13,600,000,000

△ 2,041,283,195

△ 7,089,584

122,080,000

0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,186,292,779

Ⅲ

1,371,700,000

△ 3,392,664,082

△ 1,407,042,326

△ 150,179,636

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,578,186,044

Ⅳ △ 3,504,214,607

Ⅴ 資金期首残高 8,929,022,580

Ⅵ 資金期末残高 5,424,807,973

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入

リース債務の返済による支出

運営費負担金収入

その他の支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

有形固定資産の取得による支出

定期預金の払戻による収入

寄附金収入

業務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

無形固定資産の取得による支出

利息の受取額

材料の購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

医業収入

その他の収入

　　　小計

利息の支払額

運営費負担金収入

運営費交付金収入

補助金等収入

長期借入金の返済による支出

移行前地方債償還債務の償還による支出

資金増加額
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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ 3,406,336,944

当期総損失 3,406,336,944

Ⅱ

363,957,517 363,957,517

Ⅲ 3,042,379,427

当期未処理損失

損失処理額

損失の処理に関する書類
（令和7年6月27日）

科　　目 金　　額

次期繰越欠損金

前中期目標期間繰越積立金取崩額
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【地方独立行政法人広島市立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ

67,445,642,541

316,017,521

662,097,669

522,001,868

30,946,595

　　損益計算書上の費用合計 68,976,706,194

Ⅱ その他行政コスト

14,977,748

その他行政コスト合計 14,977,748

Ⅲ 行政コスト 68,991,683,942

行政コスト計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

科　　目 金　　額

自立訓練施設費

減価償却相当額

損益計算書上の費用

医業費用

一般管理費

営業外費用

臨時損失

7



 

 

 

注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

  当事業年度より、「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和 4年 8

月 31日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関する

Ｑ＆Ａ【公営企業型版】」（令和 6年 3月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）の

うち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表を作成しております。 

 

 １ 運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しています。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物       2～39年 

構築物      2～46年 

器械備品     2～20年 

車両       2～ 6年 

また、特定施設である償却資産（地方独立行政法人会計基準第 85第 1項）の減価償却に相

当する額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（6 年）に基

づいて償却しています。 

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を 0円とする定額法によっています。 

 

３ 退職給付に係る引当金の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

います。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっています。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）により

按分した額を費用処理しています。 

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度から、その発生時の役職員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）により按分した額を費用処理しています。 

 

４ 貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

５ 賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しています。 
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６ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 医薬品     先入先出法に基づく低価法 

(2) 診療材料    同上 

(3) 貯蔵品     同上 

 

 ７ 収益及び費用の計上基準 

 医業収益は、主に入院及び外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負って 

おります。当該履行義務は、継続的に役務を提供していることから一定の期間にわたり充足され 

ると判断し、診療行為の提供に応じて収益を認識しております。 

 

８ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に 

係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

９ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、固定資産に係る控除対象外消費

税及び地方消費税は投資その他の資産に計上し、20年間で均等償却しています。 

 

Ⅱ 見積りの開示 

「Ⅴ 固定資産の減損関係」「３ 減損の兆候が認められた固定資産」については、固定資産グル

ープが使用されている営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているため、減損の兆候

があるものとして判断したものの、現在、回収可能価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を認識

しないこととしました。 

減損の認識の判断にあたっては慎重に検討しておりますが、市場環境の変化により、その見積り

の前提となる条件や仮定に変更が生じた場合に、減損処理が必要となる可能性があります。 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高と貸借対照表に表記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                  10,974,807,973円 

現金及び預金勘定のうち定期預金            5,550,000,000円 

資金期末残高                     5,424,807,973円 

 

２ 重要な非資金取引 

  該当事項はありません。 

 

Ⅳ 行政コスト計算書関係 

１ 公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                        68,991,683,942円 

自己収入等                        △59,934,554,623円 

機会費用                          313,627,896円 

公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して     

住民等の負担に帰せられるコスト           9,370,757,215円 
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２ 機会費用の計上方法 

 (1) 広島市出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

  10年利付国債の令和 7年 3月末利回り 1.485％にて計算しています。 

  (2) 広島市との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

  当該職員が広島市に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、公営企業型地方独立法

人での勤務期間に対応する部分について、一般職の職員の給与に関する条例に定める退職給

付支給基準等を参考に計算しております。 

 

Ⅴ 固定資産の減損関係 

１ 固定資産のグルーピング方法 

継続的に収支の把握を行っている各病院単位を１つの資産グループとしたうえで、安佐医師会

病院については別途独立した資産グループとして扱っています。 

 

２ 共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱方法 

本部資産については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないため、共用資産としてグル

ーピングしております。また、当該資産に係る減損の兆候の把握等については、法人全体を基礎

として判定しています。 

 

３ 減損の兆候が認められた固定資産 

(1) 用途、種類、場所、帳簿価格等の概要 

用  途 種  類 場  所 帳簿価格 

広島市民病院 

土  地 

広島市中区基町７番

３３号 

12,200,000,000円    

建  物 11,074,331,053円   

器械備品 3,944,245,009円  

その他 711,086,108円  

安佐市民病院 

土  地 

広島市安佐北区亀山

南一丁目２番１号 

1,931,961,991円  

建  物 19,398,841,079円  

器械備品 4,037,309,723円  

その他 596,950,975円  

リハビリテーション病院 

土  地 

広島市安佐南区伴南

一丁目３９番１号 

2,840,000,000円 

建  物 1,560,539,967円 

器械備品 374,805,308円 

その他 365,410,881円 

(2) 認められた減損の兆候の概要 

広島市民病院資産グループ及び安佐市民病院資産グループにおいては、当事業年度を含む 2

事業年度にわたり、継続して営業損失を計上している状況であることから、減損の兆候が認

められました。 

また、リハビリテーション病院資産グループにおいては、第 3期中期計画（令和 4年度～7

年度）において、法人全体の損益収支がマイナスであり、当該資産グループのマイナスを他

の資産グループによってカバーすることが計画上想定されていません。加えて、当該資産グ

ループで継続して営業損失を計上している状況であることから、減損の兆候が認められまし

た。 
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(3) 減損損失の認識に至らなかった理由 

広島市民病院資産グループ及び安佐市民病院資産グループの正味売却価額の総額と帳簿価

格を比較した結果、正味売却価額の総額が帳簿価格を上回ったことから、減損損失は計上し

ていません。 

また、リハビリテーション病院資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロー

の総額と帳簿価格を比較した結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価格を上回

ったことから、減損損失は計上していません。 

 

Ⅵ 退職給付関係 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当機構は役職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を設けています。 

 

２ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表   

区       分 
令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

期首における退職給付債務   (A) 14,361,252,184円 

勤務費用           (B) 1,031,542,729円 

利息費用                      (C) 129,251,268円 

数理計算上の差異の当期発生額  (D) △1,560,959,916円 

退職給付の支払額              (F) △915,724,693円 

期末における退職給付債務      (G) = (A)+(B)+(C)+(D)+(E)+(F) 13,045,361,572円 

 

３ 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表   

区       分 令和 7年 3月 31日現在 

退職給付債務            (A)  13,045,361,572円 

未認識過去勤務費用         (B) 1,017,934,902円 

未認識数理計算上の差異       (C) 1,123,775,972円 

退職給付引当金           (D)＝(A)＋(B)＋(C) 15,187,072,446円 

   （注）平成 28年 3月 2日、平成 30年 3月 29 日及び令和 5年 3月 31日に地方独立行政法人広 

島市立病院機構職員退職手当規程が改正されたことに伴い、過去勤務債務が発生してい 

ます。 

 

４ 退職給付に関する損益   

区       分 
令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

勤務費用                       (A) 1,031,542,729円 

利息費用                      (B) 129,251,268円 

数理計算上の差異の費用処理額  (C) 818,964円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 (D) △127,502,080円 

合計                           (E)= (A)＋(B)＋(C) ＋(D) 1,034,110,881円 
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５ 数理計算上の計算基礎に関する事項   

区       分 令和 7年 3月 31日現在 

割引率 2.0% 

 

Ⅶ 金融商品関係 

１ 金融商品の状況に関する事項 

資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債に限定し、資金調達については、設

立団体からの借入により実施しています。 

未収債権等に係る回収リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っています。 

借入金等の使途は、事業投資資金（長期）であり、設立団体の長により認可された資金計画に

従って、資金調達を行っています。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

現金は注記を省略しており、預金、医業未払金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳 

簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

     （単位：円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1) 長期借入金 

（一年以内返済予定を含む） 
(35,013,581,515) (31,634,078,423) △3,379,503,092 

(2) 移行前地方債償還債務 

（一年以内返済予定を含む） 
(13,202,998,517) (13,756,259,353) 553,260,836 

※ 負債に計上されているものは、（  ）で示しています。 

 

３ 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

(1)長期借入金及び(2)移行前地方債償還債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規

借入を行った場合に想定される利率で割り引いた割引現在価値法により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。 
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Ⅷ 賃貸等不動産関係 

当機構は、安佐北区可部南二丁目に不動産を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照

表計上額、当期増減額及び時価は、以下のとおりです。 

（単位：円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

2,352,587,668 △95,131,008 2,257,456,660 2,347,812,011 

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額としています。 

（注 2）当期増減額は次のとおりです。 

     安佐医師会病院の不動産の減価償却による減少△93百万円 

         安佐医師会病院の土地の一部寄附による減少△2百万円 

 （注 3）当期末の時価は、公示地価を参考に当機構で算定した金額としています。 

  また、賃貸等不動産に関する当事業年度における収益及び費用等の状況は次のとおりです。 

（単位：円） 

賃貸収益 賃貸費用 その他（売却損益等） 

－ 136,839,896 － 

  （注 1）賃貸等不動産は、令和 5年 2月 28日に一般社団法人安佐医師会に無償で貸し付けたもの 

で、当該不動産に係る一切の費用は、広島市が運営費負担金により負担しています。 

 （注 2）賃貸費用には、減価償却費（93,241,206 円）が含まれています。 

 

Ⅸ 重要な債務負担行為 

当事業年度末までに契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは、以下のとおりで

す。 

（単位：円） 

契約内容 病院名 契約金額 
翌事業年度以 

降の支払金額 
契約期間 

広島市民病院院西棟 1 階 MRI室 

改修工事 
広島市民病院 100,650,000 100,650,000 

R6.9.27～

R7.5.30 

 

Ⅹ 資産除去債務に関する事項 

１ 資産除去債務の概要 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に関する特定建設資

材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化に要する費用に基づいて資産除去債務

を計上しています。 

 

２ 資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積にあたっては、取得時からの使用見込期間は、固定資産の耐用年数を参考

に見積もっています。割引率は、使用見込期間に見合う国債の利回りを参考に算定しています。 

 

３ 当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高                367,008,048円 

期中取得                        0円 

時の経過による調整額           4,593,568円 

   期末残高                371,601,616円 
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Ⅺ 収益認識関係 

  当機構は、以下に記載する内容を除き、地方独立行政法人会計基準第 84 における収益に重要性

が乏しいため、注記を省略しております。 

（１） 収益の分解情報 

当機構は医療の提供及び医療に関する調査及び研究並びに技術者の研修等の事業を実施して 

おり、地方独立行政法人会計基準注解第 84を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益 

の額は、医業収益 64,677,006,818円です。 

（２） 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおり 

です。  

 

Ⅻ 重要な後発事象 

該当ありません。 
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